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（写真）外国資産管理局（OFAC）“医療物資調達が目的であれば国営銀行の送金を許可するライセンスを発行” 

 

 

２０２１年６月１６日（水曜） 

 

政 治                     

「グアイド議長 選挙参加・罷免投票について言及 

～交渉相手 マドゥロ大統領でなくても良い？～」 

「ロサレス UNT 党首 スリア州知事選出馬？」 

「CPI 新たなベネズエラ問題担当検事が就任」 

「ベネズエラ 米州で最も平和でない国」 

経 済                     

「中銀 ２１年５月のインフレ率は２８．５％」 

「一般消費者 ５４％は購入前に価格を比較」 

社 会                     

「汚職容疑で財務省職員ら８名を逮捕」 

２０２１年６月１７日（木曜） 

 

政 治                    

「日本・米国等 ベネズエラ移民問題で寄付 

～マドゥロ政権 欧米の介入を非難～」 

「EU 外交政策委員長 アレアサ外相と会談」 

経 済                    

「米国 医療関連取引の国営銀行送金を許可」 

「クラサオ PDVSA 原油・石油製品の売却検討」 

「５月の外貨建て預金 預金総額の６０％超」 

社 会                    

「マドゥロ政権 マフィアのトップに懸賞金」 

「ベネズエラ移民児童 ３人に１人は飢餓状態」 
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２０２１年６月１６日（水曜）             

政 治                       

「グアイド議長 選挙参加・罷免投票について言及     

 ～交渉相手 マドゥロ大統領でなくても良い？～」       

 

６月１６日 ファン・グアイド議長は、ツイッターにて

野党内で州知事選・市長選に参加するかどうかについて

協議していると投稿。 

 

「政党が奪われ、多くの政治リーダーが選挙に参加でき

ない状況が続く中で、我々は選挙に参加するかどうかは

継続的に協議をしている。 

 

マドゥロは未だに政権を奪っている。これは我々が団結

していないからではなく、彼らが独裁政権だからである。 

我々の団結はこの１０年間ほぼ完ぺきな状態にある。 

 

我々は現在の「選挙管理委員会（CNE）」を認めていな

い。なぜなら現在の CNEは独裁者が決めたものだから

だ。我々が提案する「国家救済合意」は政党を認めるこ

と、選挙スケジュールを明確にすることを求めている。」 

とした。 

 

このコメントの翌日、グアイド議長はミランダ州で演説

を行い「国家救済合意」の交渉相手が必ずしもマドゥロ

大統領である必要はないとの見解を示した。 

 

グアイド議長が言及した「マドゥロ大統領」という言葉

が「マドゥロ大統領」個人を意味しているのか、「マド

ゥロ政権」を意味しているのかは分からない。 

 

野党はこれまで「マドゥロ大統領」と直接交渉したこと

はなく、交渉は基本的にホルヘ・ロドリゲス国会議長や

デルシー・ロドリゲス副大統領を仲介して行われている。 

 

 

グアイド議長が述べた言葉通り「マドゥロ大統領との交

渉でなくてもよい」ということであれば、特に意味のな

い発言だが「マドゥロ政権との交渉でなくてもよい」と

いう意味だとすれば、意味合いは大きく変わるだろう。 

 

仮に「マドゥロ政権との交渉でなくても良い」というこ

とであれば、交渉相手は「CNE の野党系役員」など野

党側が交渉できる相手と協議を始めることも考えられ

る。 

 

CNE の野党系役員であれば、グアイド政権と何らかの

合意に至ることは可能と思われ、そのような選択肢をほ

のめかしているのかもしれない。 

 

「ロサレス UNT 党首 スリア州知事選出馬？」         

 

「ベネズエラ・トゥデイ No.611」で、「行動民主党（AD）」

や「第一正義党（PJ）」が、１１月に予定されている州

知事選・市長選への出馬に向けて候補者を検討している

との記事を紹介した。 

 

本件に関連して、「新時代党（UNT）」も選挙参加につい

て検討していると報じられている。 

 

ウラディミール・ビジェガス記者は、自身のツイッター

で「UNT のマニュエル・ロサレス党首がスリア州の知

事選に出馬するための準備を始めているとの情報を得

た。」と投稿した。 

 

なお、マニュエル・ロサレス党首は、２００６年の大統

領選の際に野党側の最有力候補として故チャベス元大

統領と対決した。 

 

当時、ロサレス党首に対する評判は上々だったが、その

後汚職の噂が絶えず、現在のイメージはお世辞にも良い

とは言えない。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/b7e7e5c7ed7b9f849614ea4e8b54975e.pdf
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２０１７年１２月の州知事選に出馬したが、与党候補オ

マール・プリエト候補に敗北している。 

 

１７年１２月の州知事選は票改ざん疑惑があるものの、

個人的には票改ざんがなくてもロサレス党首が当選で

きたかどうかは疑問だ。 

 

２１年１１月の州知事選に出馬したとしても普通に負

ける可能性はあるだろう。 

 

「CPI 新たなベネズエラ問題担当検事が就任」                  

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.613」で紹介した通り、

「国際司法裁判所（CPI）」でベネズエラ問題を担当して

いたフトウ・ベンソーダ検事が任期満了で退任した。 

 

６月１６日 CPI はベンソーダ検事の後任を発表。 

 

後任はイギリス人弁護士の Karim Khan氏。同氏はイス

ラエル―パレスチナ問題、アフガニスタン問題、フィリ

ピン問題なども担当するという。 

 

Khan検事は「国連貿易開発会議（UNCTAD ）」の代表

として、イラクの首都バグダッド、ニューヨークに駐在

した。 

 

 

（写真）Bancaynegocios 

 

Khan検事の任期は９年間。 

どのような形であれ、９年あればベネズエラ問題の最終

的な結果が出ていると思われる。 

 

「ベネズエラ 米州で最も平和でない国」         

 

国際シンクタンク「経済平和研究所」（本社シドニー）

は、「世界平和度指数（GPI）」を発表した。 

 

同調査は１６３カ国を対象として治安・政情・軍事支出

など２３項目を基に平和な国をランク付けするもの。 

 

ベネズエラは１６３カ国中１５２位。 

前年調査では１５０位だったので、順位を２つ落とした

ことになる。 

 

北朝鮮が１５１位だったので、北朝鮮よりも順位が低い

ことになる。ベネズエラの下には、スーダン、ロシア、

中央アフリカ、イラク、シリア、イエメン、アフガニス

タンなどが並んでいる。 

 

ベネズエラは米州で最も順位が低い。米州でベネズエラ

の次に評価が低かったのはメキシコ（１４０位）、ニカ

ラグア（１３０位）、ブラジル（１２８位）、ホンジュラ

ス（１２４位）エルサルバドル（１１０位）と続く。 

 

米州で最も順位が高かったのは、コスタリカで３９位。 

ウルグアイ（４７位）、チリ（４９位）、赤道ギニア（６

２位）、パナマ（６４位）と続く。 

 

ちなみに、米国は１２２位、キューバは８７位だった。 

 

また、日本は前年の調査と同じ１２位となっている。 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/883d31fd95c15f55179e480cd2fbd050.pdf
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経 済                        

「中銀 ２１年５月のインフレ率は２８．５％」           

 

６月１６日 中央銀行は２１年５月のインフレ率を公

表した。 

 

中央銀行によると、２１年５月のインフレ率は先月比２

８．５％増。４月の同２４．６％増から少しインフレが

加速したことになる。 

 

なお、野党国会は５月のインフレ率を１９．６％として

おり、野党側の公表値よりもインフレ率が高かったと認

識していることになる。 

 

２１年１月～５月の累計インフレ率は２６４．８％。 

２０年６月～２１年５月の１２か月分の累計インフレ

率は、２，７１９．５％となっている。 

 

「一般消費者 ５４％は購入前に価格を比較」                  

 

世論調査会社「Datanalisis」は、「ベネズエラの消費者の

傾向セミナー」を開催。 

 

同セミナーに登壇したカルロス・ヒメネス氏によると、

ベネズエラの消費者の５４％は商品を購入する前に別

のお店で商品価格を比較してから購入するという。 

 

他、Covid-１９の影響で多くの国でインターネット通販

が普及しており、米州内でのインターネット通販普及率

が４５％であるのに対して、ベネズエラは１４％と他の

国と比べてかなり低いとした。 

 

 

 

 

 

 

社 会                        

「汚職容疑で財務省職員ら８名を逮捕」           

 

６月１６日 タレク・ウィリアム・サアブ検事総長は、

横領の容疑で財務省職員３名、横領に関与した一般人５

名を逮捕したと発表した。 

 

逮捕された財務省職員は、Karen Rondón氏、 Anthony 

Carreño氏、Milexi Torres 氏。 

 

サアブ検事総長の説明によると、前述の３名は財務省の

コンピューターに「AnyDesk」というソフトウェアをイ

ンストールし、外部から「国家開発基金（FONDEN ）」

の口座にアクセスし、支出をしていたという。 

 

ただし、横領被害額については明らかにされていない。 

 

 

（写真）財務省ツイッター 

“財務省職員ら８名の逮捕を発表するサアブ検事総長” 
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２０２１年６月１７日（木曜）              

政 治                       

「日本・米国等 ベネズエラ移民問題で寄付      

    ～マドゥロ政権 欧米の介入を非難～」        

 

６月１７日 カナダで「ベネズエラ国際会議」が開催さ

れた。 

 

同会合には世界４６カ国の政府関係者が出席。 

 

同会合で、外国に移住したベネズエラ移民５７０万人を

救済する目的で９億５，４００万ドルを寄付することが

決まった。また、６億ドルの融資を行うことでも合意。

総額１５億５，４００万ドルの資金援助が決まったとい

う。 

この予算の詳細を説明する報道がないため、確定情報で

はないが、これは今年１年ではなく、今後数年で支出す

る予算総額と思われる。 

 

日本はベネズエラ人児童へのワクチン接種を拡大する

ために２３５万ドルを国連基金に寄付するという。 

 

日本は国連基金に寄付をするため、一定の政治的な中立

性は確保されているが、米国など国によってはどこに対

して資金を拠出するのかが不明確である。 

 

過去、欧米諸国はベネズエラ問題に対する支援として多

額の寄付を行ってきたが、その寄付がどこに支払われ、

どのように支出されたのかなど詳細はよく分かってい

ない。 

 

実際のところ、外国にいるベネズエラ移民への寄付との

名目で最終的に野党の政治資金になっているとの指摘

はある。 

 

 

 

マドゥロ政権は、ベネズエラ国内で暮らす人々を制裁で

苦しめ、外国に移住すればお金をあげるという欧米の政

策を非難。ベネズエラの問題を悪化させ、移民を拡大さ

せているのは米国の経済制裁であると指摘している。 

 

総額１５．５億ドル超の資金援助が発表された同日、ベ

ネズエラ外務省は声明を発表。米国・カナダ・欧州を名

指しで非難。この中には日本は含まれていなかった。 

 

「EU 外交政策委員長 アレアサ外相と会談」           

 

６月１８日にトルコで「国際フォーラム」が開催される。 

 

このフォーラムに参加する EU のボレル外交政策委員

長とアレアサ外相が会談すると報じられている。 

 

現在、欧州は水面下でマドゥロ政権に対してグアイド政

権と交渉を再開するよう働きかけており、会談では交渉

再開に関する話も出ると予想されている。 

 

経 済                       

「米国 医療関連取引の国営銀行送金を許可」            

 

６月１７日 米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、ベ

ネズエラ中央銀行、ベネズエラ銀行、ビセンテナリオ銀

行など国営銀行が関与する取引でも Covid-１９に対応

するための医療資材の取引であれば許可する趣旨のラ

イセンス（No.39）を発行した。 

 

ただし、PDVSA、BANDES が関与する取引はライセン

スの対象外であり、軍事利用される可能性のある財・サ

ービスは対象外としている。 

 

ベネズエラ以外にシリア、イラクについても同様のライ

センスを発行したという。 
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制裁の影響でマドゥロ政権がワクチン調達のために支

払った資金が USB銀行で止まっていると報じられてい

る。その他にも医療物資の調達が制裁により止まってい

るとの情報は散見されており、バイデン政権に非難の声

が上がっていた。 

今回の措置は、このような非難を回避するためのものと

思われる。 

 

ただし、制裁ライセンスには線引きが曖昧な表現が多く、

読み方によっては「米国の制裁に抵触しない」と理解で

きるものでも、リスクを避けるために拒否するケースが

多発している。 

 

従って、今回のライセンス発行を受けて、今後は Covid-

１９資材の取引が円滑に進むということはないだろう。 

 

「クラサオ PDVSA 原油・石油製品の売却検討」              

 

エネルギー専門メディア「Argus Media」は、２０１９

年まで PDVSA が貸与契約を交わしていたクラサオの

製油所「La Refineria di Korsou（RdK）」が、PDVSA の

原油・石油製品など８６．５万バレルを売却することを

検討していると報じた。 

 

内部的な手続きなのかどうか詳細は分からないが、同原

油はクラサオ製油所で精製業務を行っている「CRU」と

いう会社が PDVSA への債権回収のために差し押さえ

た資産だったが、このCRUが６月１１日に競売を実施。 

 

この原油を買い取ったのが RdKだったという（RdK が

いくらで購入したのかは不明）。 

 

Argusによると、売却を予定しているのは原油・ディー

ゼル燃料・ナフサ・ジェット燃料・ビチューメンなどが

含まれるという。 

 

 

「５月の外貨建て預金 預金総額の６０％超」         

 

「Bancaynegocios」は、２１年５月時点のベネズエラ国

内の外貨預金の詳細を報じた。 

 

「Bancaynegocios」によると、５月末時点でベネズエラ

国内の銀行口座残高の６０．４％は外貨建てだという。 

外貨預金額は先月比１４．８％増。２１年に入ってから

５カ月連続で増加している。 

 

５月時点でベネズエラ国内の預金総額は４，７２０．７

兆ボリバル。これはドルに換算すると１５億１，５００

万ドルに相当する。そして、そのうちの９億１，５００

万ドルが外貨建ての預金だという。 

 

外貨預金額が最も多い銀行は 

国営銀行「Banco de Venezuela」で５億２１００万ドル。 

外貨預金総額の５６．９６％を占める。 

 

次いで「Banco Nacional de Credito」が１億４２０万ド

ル（同１１．３９％）。「Banco Mercantil（８．０４％）」 

「Bancamiga」（６．１７%）」と続く。 

 

社 会                       

「マドゥロ政権 マフィアのトップに懸賞金」            

 

前号「ベネズエラ・トゥデイ No.613」で、ベネズエラ

警察・軍の共同オペレーションで一度奪還した La Vega

地区のマフィアの拠点が再びマフィアに占領されたと

の記事を紹介した。 

 

軍・警察を追い払ったのは「Mayeya」と呼ばれる「El 

Coqui」の同盟グループだったと報じられている。 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/883d31fd95c15f55179e480cd2fbd050.pdf
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６月１７日 「ベネズエラ国家警察（PNB）」は、「Mayeya」

のリーダーとされる人物 Javier Guedez Bullones（通称

Mayeya）の顔写真を公開した。 

 

彼の他にも La Vega地区での抗争で殺人に関与したと

される構成員７名の顔写真を公表。 

 

特に Mayeya氏（赤い〇で囲まれた人物）については犯

人逮捕につながる情報提供者には１０万ドルの懸賞金

を支払うとしている。 

 

写真を見る限り、全員２０歳にもいかないような子供ば

かりのように見える。 

 

 

 

「ベネズエラ移民児童 ３人に１人は飢餓状態」         

 

「国連難民高等弁務官事務所」の Filippo Grandi 氏は、

ベネズエラの難民の生活について極めて危険な状況に

あると言及。 

 

外国に移住したベネズエラ人児童の４人に１人は親と

離れ離れになっており、児童３人に１人は飢餓状態にあ

るとした。他、Covid-１９問題が始まってからベネズエ

ラ児童の３人に２人は学校に通っていないとした。 

 

他、ベネズエラ移民の４９％は Covid-１９下で失業を

しており、経済的な支援の必要があると強調した。 

 

また、外国に移住するために違法な入国が続いており、

これらの違法な移住は「人身売買」「汚職」「性的暴行」

「殺害」など様々なリスクが存在しているとした。 

 

以上 


